
野田市条例第２９号 

 

   野田市太陽光発電設備の設置の規制等に関する条例 

 

野田市太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例（平成３１年野田市条例

第１１号）の全部を改正する。 

 （目的） 

第１条 この条例は、太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関し必要な

事項を定めることにより、災害の防止、良好な生活環境の維持並びに豊かな

自然環境及び魅力ある景観の保全を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 太陽光発電設備 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措

置法（平成２３年法律第１０８号）第２条第２項に規定する再生可能エネ

ルギー発電設備のうち、太陽光を再生可能エネルギー源とする設備（建築

基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物の屋

根若しくは屋上又は壁面に設置するもの、送電に係る電柱等を除く。）を

いう。 

(2) 設置事業 太陽光発電設備の設置を行う事業（盛土、切土等の土地の造

成並びに立木及び竹木の伐採を含む。）をいう。 

 (3) 発電事業 太陽光発電設備による発電その他の太陽光発電設備の維持管

理を行う事業をいう。 

 (4) 事業者 設置事業又は発電事業（以下「太陽光事業」という。）を行う

者をいう。 

 (5) 事業区域 太陽光事業を行う一団の土地（太陽光発電設備に附属する管

理施設、変電設備、緩衝帯等に係る土地を含む。）の区域をいう。 

 (6) 地域住民 事業区域を含む自治会（一定の区域に住所を有する者の地縁

に基づいて形成される団体をいう。）の区域に居住する者をいう。 

 (7) 近隣関係者 事業区域の境界から５０メートル以内の区域に土地又は建



築物を所有する者及び当該建築物に居住する者をいう。 

（抑制区域）  

第３条 市長は、本市における災害の防止、良好な生活環境の維持並びに豊か

な自然環境及び魅力ある景観の保全が特に必要な区域を抑制区域として指定

するものとする。 

（適用範囲） 

第４条 この条例の規定は、発電出力が１０キロワット以上の太陽光発電設備

に係る太陽光事業について適用する。 

（市の責務） 

第５条 市は、この条例の適正かつ円滑な運用が図られるよう必要な措置を講

ずるものとする。 

（土地所有者等の責務） 

第６条 第３条に規定する抑制区域（以下「抑制区域」という。）内の土地の

所有者又は土地を使用収益する権原を有する者は、太陽光事業を行うことを

予定する者に対し土地を提供しようとするときは、当該者が災害の防止、良

好な生活環境の維持並びに豊かな自然環境及び魅力ある景観の保全のために

必要な措置を講じようとしていることを確認し、これらが確認できない場合

には、当該土地を提供することのないよう努めなければならない。 

２ 抑制区域内の土地の所有者は、事業者が、発電事業を終了した場合、太陽

光事業を廃止した場合又は太陽光事業の中止を命じられた場合において、当

該事業区域について太陽光発電設備の除却その他災害の防止、良好な生活環

境の維持並びに豊かな自然環境及び魅力ある景観の保全のために必要な措置

を講じないときは、当該事業区域について太陽光発電設備の除却その他必要

な措置を講ずる責務を有する。 

（事業者の責務） 

第７条 事業者は、関係法令及びこの条例を遵守し、災害の防止、良好な生活

環境の維持並びに豊かな自然環境及び魅力ある景観の保全に十分配慮すると

ともに、地域住民及び近隣関係者（以下「地域住民等」という。）との良好

な関係を保たなければならない。 

２ 事業者は、太陽光事業を行うことを予定する者に対し太陽光事業を譲渡し



ようとするときは、当該者が災害の防止、良好な生活環境の維持並びに豊か

な自然環境及び魅力ある景観の保全のために必要な措置を講じようとしてい

ることを確認し、これらが確認できない場合には、当該太陽光事業を譲渡す

ることのないよう努めなければならない。 

（太陽光事業に係る事前相談） 

第８条 抑制区域内の土地を借りて太陽光事業を行うことを予定する者及び当

該土地の所有者は、当該土地に係る契約を締結する前に、市長に相談しなけ

ればならない。 

２ 前項に規定する土地の所有者は、同項の規定による相談においてこの条例

に規定する土地の所有者の責務を十分に認識した上で、その履行に関する誓

約書を市長に提出しなければならない。 

（事業計画に係る事前協議等） 

第９条 事業者は、次条第１項の許可又は第１２条第１項の許可の申請をしよ

うとするときは、あらかじめ、規則で定めるところにより、事業区域ごとに

太陽光事業に関する計画（以下「事業計画」という。）について市長と協議

し、事前協議終了通知書の交付を受けなければならない。この場合において、

当該協議に係る事業区域内の土地の所有者は、当該協議に協力するものとし、

市長から当該協議への参加の要請を受けたときは、これに応じなければなら

ない。 

２ 前項の規定により事前協議終了通知書の交付を受けた事業者（以下この条

において「事前協議終了事業者」という。）は、その交付の日から起算して

１４日以内の日から次条第１項の許可又は第１２条第１項の許可を受けて当

該許可に係る設置事業に着手するまでの間、地域住民等に対して事業計画の

周知を図るため、当該事業計画に係る事業区域内の土地の公衆の見やすい場

所に規則で定める標識を設置しなければならない。 

３ 事前協議終了事業者（第１２条第１項の許可の申請をしようとする者であ

って当該変更の内容について市長から地域住民等に対する事業計画について

の説明会の開催は不要であると認められたものを除く。）は、前項の規定に

より標識を設置した日から起算して１４日以内に、地域住民等の理解を得る

よう、地域住民等に対して事業計画についての説明会を開催しなければなら



ない。 

４ 地域住民等は、事前協議終了事業者に対し、規則で定めるところにより、

当該事業計画について意見を申し出ることができる。 

５ 事前協議終了事業者は、前項の規定による意見の申出があったときは、規

則で定めるところにより、当該申出をした地域住民等と協議しなければなら

ない。 

６ 事前協議終了事業者は、第２項の規定により標識を設置したとき、第３項

の規定により説明会を開催したとき、第４項の規定による意見の申出があっ

たとき又は前項の規定により協議を行ったときは、規則で定めるところによ

り、市長に報告しなければならない。 

（太陽光事業の許可） 

第１０条 事業者は、抑制区域内において太陽光事業を行おうとするときは、

事業区域ごとに事業計画を定め、当該事業区域ごとに当該太陽光事業につい

て、規則で定めるところにより、市長の許可を受けなければならない。 

２ 前項の事業計画には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

 (1) 事業者の氏名、住所及び連絡先（法人にあっては、その名称、代表者の

氏名、主たる事務所の所在地及び連絡先） 

 (2) 事業区域内の土地の所在、地番、地目及び面積 

 (3) 設置事業において工事を行う者の氏名及び住所（法人にあっては、その

名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

 (4) 設置事業を完了したときにおける土地の形状 

 (5) 太陽光発電設備を設置する位置 

 (6) 設置する太陽光発電設備の構造 

 (7) 設置事業の工程計画 

 (8) 設置する太陽光発電設備の最大出力 

 (9) 太陽光事業の期間 

 (10) 自然環境の保護のための方策 

(11) 景観の保護のための方策 

(12) 排水施設その他土砂等の流出及び崩壊を防止する施設の計画 

(13) 太陽光の反射等による生活環境への被害を防止するための措置 



(14) 前２号に掲げるもののほか、災害、事故等の発生を防止するための措

置 

(15) 太陽光事業の施行に必要となる法令及び他の条例の許認可の取得に関

する計画 

(16) 発電事業における太陽光発電設備及び事業区域の維持管理の計画 

(17) 発電事業における異常又は災害の発生の際の対応の計画 

(18) 発電事業を終了した後の太陽光発電設備の撤去に関する計画及び撤去

費用の積立てに関する計画 

(19) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

（許可の基準等） 

第１１条 市長は、太陽光事業が次の各号のいずれにも該当すると認めるとき

でなければ、前条第１項の許可をしてはならない。 

 (1) 事業区域の周辺地域（以下この項において「周辺地域」という。）にお

ける自然環境を害するおそれがないこととして規則で定める基準に適合し

ていること。 

(2) 周辺地域の景観を阻害するおそれがないこととして規則で定める基準に

適合していること。 

 (3) 周辺地域において土砂崩れ、溢
いっ

水等を発生させるおそれがないこととし

て規則で定める基準に適合していること。 

 (4) 設置事業を完了したときにおける事業区域に係る太陽光発電設備を設置

した地盤面の高さ、のり面の勾配、造成を行う面積等の造成計画が宅地造

成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）、都市計画法（昭

和４３年法律第１００号）その他関係法令（次号及び第６号において「関

係法令」という。）及び規則で定める基準に適合していること。 

 (5) 排水施設、擁壁その他の施設が関係法令及び規則で定める基準に適合し

ていること。 

 (6) 地形、地質及び周囲の状況に応じ配慮すべき事項又は講ずべき措置が関

係法令及び規則で定める基準に適合していること。 

 (7) 周辺地域における道路、河川、水路その他公共施設の構造等に支障を来

すおそれがないこととして規則で定める基準に適合していること。 



 (8) 太陽光の反射、騒音等による生活環境への被害を防止するための措置そ

の他の近隣住民等の生活環境を保全すべき措置が講じられていることとし

て規則で定める基準に適合していること。 

 (9) 設置する太陽光発電設備が電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）、

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法その他関係法令

の基準に適合していること。 

(10) 市の総合計画、環境基本計画、都市計画その他の将来計画に即した事

業計画となっていること。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項の許可をして

はならない。 

(1) 抑制区域内の土地を借りて太陽光事業を行う場合にあっては、第８条第

２項の規定による誓約書の提出がなされていないとき。 

(2) 第９条第１項の規定による事前協議終了通知書の交付を受けていないと

き。 

(3) 第９条第６項の規定による報告がなされていないとき。 

(4) 事業者に事業計画を実施するために必要な資力及び信用があると認めら

れないとき。 

(5) 事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員等（業務を執行

する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その

他の実質的に当該事業者の経営に関与している者又は当該事業者の業務に

係る契約を締結する権原を有する者をいう。以下同じ。）。次号において

同じ。）が第２２条第１項（第２号を除く。）の規定により許可を取り消

され、その取消しの日から５年を経過しない者であるとき。 

(6) 事業者又は設置事業において工事を行う者（その者が法人である場合に

あっては、その役員等）が野田市暴力団排除条例（平成２３年野田市条例

第３０号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下この号において単に

「暴力団員等」という。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力

団員等と密接な関係を有する者であるとき。 

３ 市長は、前条第１項の許可に当たり、災害の防止、良好な生活環境の維持

並びに豊かな自然環境及び魅力ある景観の保全のために必要があると認める



ときは、条件を付することができる。 

（変更の許可等） 

第１２条 第１０条第１項の許可を受けた事業者（第３項において「新規許可

事業者」という。）は、当該許可に係る同条第２項に掲げる事項の変更（規

則で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、規則で定めるとこ

ろにより、市長の許可を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の許可について準用する。 

３ 新規許可事業者は、第１項の規則で定める軽微な変更（規則で定める事項

の変更を除く。）をしたときは、速やかに、その旨を市長に届け出なければ

ならない。 

（標識の設置） 

第１３条 第１０条第１項の許可又は前条第１項の許可を受けた事業者（以下

「許可事業者」という。）は、当該許可に係る太陽光事業を行っている間、

当該事業区域内の土地の公衆の見やすい場所に規則で定める標識を設置しな

ければならない。 

（太陽光発電設備の搬入車両への表示） 

第１４条 許可事業者は、当該許可を受けた事業区域に太陽光発電設備を搬入

しようとするときは、規則で定めるところにより、当該許可に係る太陽光発

電設備の搬入の用に供する車両である旨その他規則で定める事項を当該車両

の見やすい箇所に表示するよう努めなければならない。当該搬入を他の者に

行わせるときも、同様とする。 

（関係書類の閲覧） 

第１５条 許可事業者は、規則で定めるところにより、当該許可に係る太陽光

事業を行っている間、当該許可に関する書類等の写しを、地域住民等その他

当該太陽光事業に関し生活環境の保全上利害関係を有する者の求めに応じ、

閲覧させなければならない。 

（設置事業の着手等の届出等） 

第１６条 許可事業者は、当該許可に係る設置事業に着手するときは、あらか

じめ、市長に届け出なければならない。当該設置事業を中止し、又は再開す

るときも、同様とする。 



２ 許可事業者は、当該許可に係る設置事業を完了したときは、その日から起

算して１０日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、前項の規定による届出があったときは、速やかに、第１０条第１

項の許可又は第１２条第１項の許可の内容（次項において「許可内容」とい

う。）に適合していることを検査し、その結果を当該許可事業者に通知する

ものとする。 

４ 市長は、前項の規定による検査の結果、許可内容に適合しないと認めると

きは、当該許可事業者に対し、相当の期間を定めて、許可内容に適合するた

めに必要な措置を講ずることを命ずることができる。 

（発電事業の開始等の届出等） 

第１７条 許可事業者は、当該許可に係る発電事業を開始し、又は終了したと

きは、その日から起算して１０日以内に、その旨を市長に届け出なければな

らない。 

２ 前項の規定による終了の届出をしようとする許可事業者は、あらかじめ、

当該太陽光発電設備の除却その他災害の防止、良好な生活環境の維持並びに

豊かな自然環境及び魅力ある景観の保全のために必要な措置を講じなければ

ならない。 

３ 市長は、第１項の規定による終了の届出があったときは、速やかに、当該

事業区域の状況を確認するものとする。 

４ 市長は、前項の規定による確認により許可事業者が第２項の規定に違反し

たと認めるときは、当該許可事業者に対し、相当の期間を定めて、当該太陽

光発電設備の除却その他災害の防止、良好な生活環境の維持並びに豊かな自

然環境及び魅力ある景観の保全のために必要な措置を講ずることを命ずるこ

とができる。 

 （報告の義務等） 

第１８条 許可事業者は、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別

措置法施行規則（平成２４年経済産業省令第４６号）第５条第１項第７号の

規定により経済産業大臣に当該太陽光発電設備の運転に要する費用に関する

情報の提供をしたときは、その日から起算して１０日以内に、規則で定める

ところにより、その内容を市長に報告しなければならない。 



２ 許可事業者は、発電事業において異常又は災害が発生したときは、当該事

業計画に規定する発電事業における異常又は災害の発生の際の対応の計画に

基づく対応をするとともに、その日から起算して１０日以内に、その内容を

市長に報告しなければならない。 

３ 市長は、許可事業者が前２項の規定による報告をしないときは、当該許可

事業者に対し、相当の期間を定めて、当該違反を是正するために必要な措置

を講ずることを勧告することができる。 

（太陽光事業の譲渡等の届出等） 

第１９条 許可事業者は、当該許可に係る太陽光事業を譲渡（次条第１項の規

定の適用を受ける場合を除く。）しようとするときは、当該譲渡をしようと

する日の６０日前までに、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 許可事業者は、当該許可に係る太陽光事業を廃止したときは、その日から

起算して１０日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 前項の規定による届出をしようとする許可事業者は、あらかじめ、当該太

陽光発電設備の除却その他災害の防止、良好な生活環境の維持並びに豊かな

自然環境及び魅力ある景観の保全のために必要な措置を講じなければならな

い。ただし、太陽光発電設備の除却については、当該太陽光発電設備が当該

事業計画に定めた耐用年数に達しておらず、かつ、当該事業区域において他

の事業者が第１０条第１項の許可を受けて当該太陽光発電設備に係る太陽光

事業を行う場合は、この限りでない。 

４ 市長は、第２項の規定による届出があったときは、速やかに、当該事業区

域の状況を確認するものとする。 

５ 市長は、前項の規定による確認により許可事業者が第３項の規定に違反し

たと認めるときは、当該許可事業者に対し、相当の期間を定めて、当該太陽

光発電設備の除却その他災害の防止、良好な生活環境の維持並びに豊かな自

然環境及び魅力ある景観の保全のために必要な措置を講ずることを命ずるこ

とができる。 

（地位の承継） 

第２０条 許可事業者について相続、合併又は分割（当該許可に係る太陽光事

業の全部を承継させるものに限る。）があったときは、相続人（相続人が２



人以上ある場合において、その全員の同意により承継すべき相続人を選定し

たときは、その者）、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人

又は分割により当該許可に係る太陽光事業の全部を承継した法人は、当該許

可事業者のこの条例の規定による地位を承継する。 

２ 前項の規定により許可事業者の地位を承継した者は、当該許可事業者に付

された一切の許可条件を遵守しなければならない。 

３ 第１項の規定により許可事業者の地位を承継した者は、その承継の日から

起算して１０日以内に、市長に届け出なければならない。 

（措置命令） 

第２１条 市長は、許可事業者が太陽光事業を当該許可に係る事業計画に従っ

て行っていないと認めるときは、当該許可事業者に対し、当該太陽光事業の

中止を命じ、及び相当の期間を定めて、当該違反を是正するために必要な措

置を講ずることを命ずることができる。 

２ 市長は、第１０条第１項又は第１２条第１項の規定に違反してこれらの規

定による許可を受けずに太陽光事業を行った者に対し、当該太陽光事業の中

止を命じ、及び相当の期間を定めて、当該太陽光発電設備の除却その他災害

の防止、良好な生活環境の維持並びに豊かな自然環境及び魅力ある景観の保

全のために必要な措置を講ずることを命ずることができる。 

３ 市長は、許可事業者が行う太陽光事業が第１１条第１項各号のいずれかに

該当しないこととなったとき又は許可事業者が同条第３項（第１２条第２項

において準用する場合を含む。）の規定による条件に違反したときは、当該

許可事業者に対し、当該太陽光事業の中止を命じ、及び相当の期間を定めて、

当該違反等を是正するために必要な措置を講ずることを命ずることができる。 

４ 市長は、第１８条第３項の規定による勧告を受けた許可事業者が、正当な

理由がなく、当該勧告に係る措置を講じなかったときは、当該勧告を受けた

許可事業者に対し、当該太陽光事業の中止を命じ、及び相当の期間を定めて、

当該勧告に係る措置を講ずることを命ずることができる。 

（許可の取消し等） 

第２２条 市長は、許可事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

許可を取り消すことができる。 



(1) 不正な手段により、第１０条第１項の許可又は第１２条第１項の許可を

受けたとき。 

(2) 第１０条第１項の許可又は第１２条第１項の許可を受けてから１年以内

に当該許可に係る設置事業に着手せず、又は引き続き１年以上太陽光事業

を行っていないとき。 

(3) 第１１条第２項第４号から第６号までのいずれかに該当することとなっ

たとき。 

(4) 第１２条第１項の規定に違反して同項の許可を受けないで太陽光事業を

行ったとき。 

(5) 第１６条第４項、第１７条第４項、第１９条第５項又は前条第１項、第

３項若しくは第４項の規定による命令に違反したとき。 

(6) この条例に基づく届出、申請、報告等において、虚偽記載等の不正行為

を行ったとき。 

２ 市長は、前項の規定による許可の取消しを受けた事業者に対し、当該太陽

光事業の中止を命じ、及び相当の期間を定めて、当該太陽光発電設備の除却

その他災害の防止、良好な生活環境の維持並びに豊かな自然環境及び魅力あ

る景観の保全のために必要な措置を講ずることを命ずることができる。 

（違反事実等の公表） 

第２３条 市長は、第１６条第４項、第１７条第４項、第１９条第５項、第２

１条若しくは前条第２項の規定による命令を受けた者が当該命令に違反した

とき又は同条第１項の規定により許可の取消しをしたときは、次に掲げる事

項をインターネットの利用その他適切な方法により公表することができる。 

(1) 当該命令に違反し、又は当該許可の取消しを受けた事業者の氏名及び住 

所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

(2) 当該命令の内容又は当該許可の取消しの理由 

２ 市長は、事業者がこの条例に基づく届出、申請、報告等において、虚偽記

載等の不正行為を行ったと認めるとき（前条第１項の規定により許可の取消

しをした場合を除く。）は、次に掲げる事項をインターネットの利用その他

適切な方法により公表することができる。 

(1) 当該事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名



及び主たる事務所の所在地） 

(2) 当該事業者が行った不正行為の内容 

３ 市長は、前２項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当

該事業者に対し、その旨を通知し、意見を述べる機会を与えなければならな

い。 

（太陽光発電設備の廃棄） 

第２４条 抑制区域において使用し、又は使用を予定した太陽光発電設備を廃

棄する者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７

号）、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１

０４号）及び環境省が定める「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向け

たガイドライン」に基づき、自らの責任において適正に処理しなければなら

ない。 

（立入調査等） 

第２５条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、抑制区域内におい

て太陽光事業を行う者に対し当該太陽光事業に関する報告若しくは資料の提

出を求め、又はその職員に、営業所、事業所若しくは事業区域に立ち入らせ、

太陽光事業に関する事項について調査させ、若しくは関係者に対する質問を

させることができる。 

２ 前項の規定による立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、 

関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。 

（委任） 

第２６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 次に掲げる事業については、第８条から第２３条までの規定は適用せず、

なお従前の例による。 



 (1) この条例の施行の際現にこの条例による改正前の野田市太陽光発電設備

の適正な設置等に関する条例第８条第１項の規定による協議を開始してい

る設置事業及び当該設置事業に係る発電事業 

 (2) 平成３１年３月３１日以前に特定契約（強靱かつ持続可能な電気供給体

制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律（令和２年法律

第４９号）第３条の規定による改正前の電気事業者による再生可能エネル

ギー電気の調達に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第２条

第５項に規定する特定契約をいう。）の申込みをした者が行う当該申込み

に係る太陽光発電設備に係る発電事業 

３ 第８条から第２３条までの規定は、平成３１年３月３１日以前に開始され

た発電事業及びこの条例の施行の日前に着手した設置事業に係る太陽光事業

（発電出力が１０キロワット以上３０キロワット未満の太陽光発電設備に係

るものに限る。）については、適用しない。 

４ この条例の施行の際現に太陽光事業を行うために貸借契約が締結されてい

る土地において太陽光事業を行うことを予定する者及び当該土地の所有者に

対する第８条第１項の規定の適用については、同項中「当該土地に係る契約

を締結する前に」とあるのは、「この条例の施行の日以後速やかに」と読み

替えるものとする。 

 


